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２ ０ １ ９ 年 度 事 業 計 画 書 

 自 ２０１９年 ４月  １日 

 至 ２０２０年 ３月３１日 

 

２０１９年度経済は、景気循環的にも景気回復が6年を超えること、世界経済の回復も陰り

が見えることなどから徐々に弱含むものと予想される。そのような中、米国の金利引き上げや、

米中貿易摩擦の影響など景気の下押し要因も多く、景気失速への構えも必要となってくる。 

一方、少子高齢化・人口減少が進む中、県内自治体での地域版総合戦略は最終年度を迎え、

次なる段階に向けた地方創生施策が求められる。 

長野経済研究所の長期経営計画「新たな領域への挑戦」も2年目に入る。大きく変化する時

代に対し、真の課題解決に向けた踏み込んだ新たなソリューションを提供していく。企業に対

しては、事業基盤構築支援として、外部機関との連携も含めた総合的コンサルティングへの展

開を強化する。自治体に対しては地方創生施策の具体化を支援し、真の地域活性化を目指して

活動を強化する。 

 

１． 調査研究・情報提供事業 

県内経済、産業、企業経営、地域等の環境変化やその動向を実証的な方法により調査分析し、

地域経済の発展と企業経営に役立つ事業の展開とともにタイムリーな情報提供に努める。 

 

（１） 定例調査 

県内企業へのアンケートや統計資料の収集により、企業活動の実績と見通しを業種別に調

査し企業動向を把握する。 

・長野県景気動向指数 （毎月） 

・県内大型小売店売上高の動向 （毎月） 

・県内大手建設業者受注動向 （毎月） 

・県内経済の動向 （毎月） 

・長野県主要17業種の年間展望 （年1回、1月） 

・四半期別企業業況アンケート調査 （年4回、4.7.10.1の各月） 

・産業別四半期見通し調査 （年4回、4.7.10.1の各月） 

・長野県設備投資動向調査 （年2回、5.11の各月） 

・長野県消費動向調査 （年4回、1.4.7.10月の各月） 

   

（２） 自主調査研究 

ア． 社会・経済などの動向・変化を的確に捉え、SDGｓや働き方改革など時宜に適ったテー

マについて調査研究に取り組み、経済月報等で将来的な方向性や提言も含めて情報発信

する。特に、米中貿易問題、消費増税への対応などトピックス的事象についてはタイム

リーに調査研究・情報発信をしていく。 

イ． 地方創生への動きが加速する中、自治体における公共施設の利活用や地域産品のブラン

ド化など、県内の具体的な課題解決動向について調査を実施していく。また、TPP、日

EU経済連携協定（EPA）など海外事業の枠組みが変わる中での、県内企業の動向も探っ
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ていく。 

ウ． 産業経済の転換期にあたり、県内企業のIT投資や外国人労働者受け入れなどの状況、ま

た、産業天気図での2020年見通しに加え定量的に2020年の成長率予測も試みたい。 

（３） 経済月報の発行 

ア． 調査・研究の成果及び収集した情報を「分かりやすく、読みやすく、簡潔に」をモット

ーに編集し発行する。特に、2019年1月号よりフルカラー化したが、全ページフルカラ

ーは1月号のみであり、2月号以降は冒頭16ページをフルカラー、17ページ以降を従来の

二色刷りとしている。今後、一層の誌面の充実を図るとともに、全ページフルカラーに

ついての検討を進める。 

イ． 発行部数は、8,000部（毎月10日）を予定する。 

 

（４） 情報交換及び対外活動 

ア． 地域情報連絡会の主催 

日本銀行松本支店、長野財務事務所、長野県、東日本建設業保証ほか計１２機関

が参加する地域情報連絡会を隔月主催し、県内景況等の情報交換を行う。 

イ． 外部会議への出席 

出席は、要請ニ－ズと当研究所業務との関連性を斟酌して対応する。 

ウ． 外部機関との連携強化 

八十二銀行および諸官庁、金融機関、各種業界との一層の情報交換・連携強化を

図り、マクロ統計の収集・分析のほか、県内経済や金融の動向等について調査研究

を行う。 

エ． マスコミ対応 

調査結果のタイムリーなプレスリリースにより、幅広い情報公開を実現するとと

もに、放送局・新聞社などからの取材・出演要請には、内容により対応する。 

 

（５） ホームページの充実 

経済月報とともに経済研究所の重要な情報発信媒体ととらえ、引き続きアクセス

の向上を図っていく。特に、見やすさの向上や便利な機能の付加、掲載コンテンツ

（「経済月報」記事、研究員コラムなど）の充実などの見直しを進めていく。 

 

２． 公共ソリューション事業 

（１）  県内自治体、その他の公共団体を中心に地域の課題解決に資する案件に取り組むと同

時に、地域に対する提言を行う。 

（２） 特に、本年度も地方創生に関連した事業を検討・実施する公共団体を中心に業務の依頼 

も多く見込まれるが、研究所の受託可能量にも限界がある。 

このため、情報通信技術（ICT）活用による産業振興、交流人口拡大のための基盤整備

及び新しい社会システム構築等に資する案件、ツール活用による自治体の産業構造分析等

を用いた課題整理を踏まえて地域経済活性化を支援する案件、オープンデータの収集や利

活用に関する案件、次世代産業づくりに資する案件、公共施設等の新設・改築・複合化・

集約化や運営・維持管理に対する民間資金やノウハウ等を活かした支援や公共施設等総

合管理計画を踏まえた個別計画の策定等の公共施設マネジメント関連案件、PFI導入に向
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けた調査関連案件、地域資源を有効活用する案件、総合計画の策定または見直し時に必要

となる将来人口推計等、研究所の機能や保有ノウハウを有効活用できる案件に絞りつつ、

母体行と連携して取り組む。 

（３） 長野県内の案件を中心とするが、県内の産業経済や行政に関わる課題解決に繋がる場合 

は、国や近県自治体などの案件にも取り組み、ノウハウ蓄積・向上に努める。 

 

３． コンサルティング事業 

    会員をはじめ地域の事業者が抱える課題解決支援業務として、経営相談や各種コンサルティ

ングを実施する。また、八十二銀行に向けて支援の好事例紹介を積極的に行い、研究所機能の

ＰＲと支援事業の一層の活性化を図る。 

（１） 経営相談 

ア． 無料法律相談をはじめ、経営、法務、労務等の相談業務を実施していく。 

イ． 経済月報の「相談コーナー」で時宜に適ったテーマを採り上げるほか、引き続き具体的

なコンサルティングの事例や対応策を「コンサルティングの現場から」で紹介しつつ、

当研究所の持つコンサルティング機能を繰り返し発信していく。 

（２） 経営コンサルティング 

ア．既存の対応分野（ISO関連、人事諸制度の構築）を主軸として、関連分野の幅を拡充し、

専門性を高めていくことにより多様化する相談ニーズに応えていく。 

イ．総合的コンサルティング能力を発揮するため、グループ内の連携と情報交換を強化し、

個別企業の課題解決支援を総合的に幅広く実施していく。 

ウ．ISO認証等については、品質・環境マネジメントシステムの他、情報セキュリティ、労 

働安全衛生、食品安全（ＨＡＣＣＰ）、Ｐマークの取得ニーズにも対応していく。 

（３） 中小企業支援事業 

ア． 中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業 

経済産業省「中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業」を活用し、中

小企業支援機関として県内中小企業の課題解決支援に取り組む。八十二銀行との連

携や外部専門家とのネットワークをさらに強化する。 

イ． 専門家派遣事業 

八十二銀行から受託している各業界の専門家をアドバイザーとして派遣する事業

は、製造業、観光・宿泊業、アグリ分野、環境エネルギー分野へと業種・分野を拡

充してきている。今後もニーズに応じて更に対応業種・分野を充実させ、活用機会

を増やしていく。 

 

４． 研修事業 

タイムリーかつ顧客ニーズに合わせた講演会・実務セミナー・研修教室の開催および講

師派遣を行う。環境および顧客ニーズの変化に対応して、常に新分野の研究や業務領域の拡

充にも取り組む。 

（１） 講演会 

ア．  年４回開催予定（マネジメントセミナーを含む） 

イ． 会場  東北信 ２回  （長野１回 、上田１回） 

     中南信 ２回 （松本１回 、飯田１回） 
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（２）実務セミナ－ 

次のテーマ、講師により１８セミナーを開催する。    

セ ミ ナ ー 名 講  師 

プレイングマネージャーとしての 

管理職の役割と部下育成 

ビジネス ディベロップ サポート 

大軽 俊史 氏 

仕事の質とスピードを高める 

「４つの力」向上セミナー 

ビジネスプラスサポート 

鶴田 理絵 氏 

営業の「雑談力・傾聴力」育成セミナー 
セブンフォールド・ブリス 

本田 賢広 氏 

管理監督者のための労働法 ４０選！ 
石嵜・山中総合法律事務所 

弁護士 江畠 健彦 氏 

部下を成長させる叱り方・コミュニケーション術 

上達セミナー 

アドット・コミュニケーション 

戸田 久実 氏 

伝える力「書く・話す」強化セミナー エンパワーモチベーション 北川 和恵 氏 

働き方改革のためのタイムマネジメント 人財経営コンサルティング 小林 久人 氏 

組織を強くする！ 

チーム・業務の｢見える化｣セミナー 

ビジネスプラスサポート 

藤井 美保代 氏 

徹底トレーニング｢報・連・相｣スキルアップ講座 ヒューマンテック 濱田 秀彦 氏 

女性リーダーのための 

成果を上げる｢問題解決力｣セミナー 
Ｙ'ｓオーダー 藤野 祐美 氏 

決算書がスラスラわかる財務３表一体理解法 
ボナ・ヴィータ コーポレーション 

國貞 克則 氏 

経理担当者の税務基礎知識 高下事務所 税理士 高下 淳子 氏 

リーダーに必要な 

｢引き出す力＆教える力｣習得セミナー 

ビューティアンドサポート 

小野 仁美 氏 

定着率向上施策セミナー ヒューマンブレイン 田中 一起 氏 

実習を通して習得する社会保険・雇用保険の手続き 
社会保険労務士法人名南経営 

特定社会保険労務士 小浜 ますみ 氏 

上級管理職研修 ビジネスコンサルタント 山下 浩 氏 

経理業務のスピードアップとコスト削減 田中事務所 税理士 田中 義晴 氏 

メンタルヘルスの基本と管理者の役割 Dream Seed 三井 洋子 氏 
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（３）研修教室 

次の５８教室を予定する。 

 
研修名 上期 下期 合計 

 
新入社員 9 0 9 

 
若手社員ブラッシュアップ 1 2 3 

 
中堅社員 2 2 4 

 
チームリーダー 4 3 7 

 
管理者＜基礎コース＞ 3 2 5 

 トレーナー 0 1 1 

 
女性社員 0 1 1 

 
ビジネスマナー 1 2 3 

 
電話応対＜基礎編＞ 4 2 6 

 
電話応対<スキルアップ編> 1 1 2 

 
営業の基本と実務 1 1 2 

 
実践評価者 1 0 1 

 
人事評価･賃金制度の設計・運用 0 1 1 

 
賃金制度の作り方 1 0 1 

 
債権管理の基本 0 1 1 

 
基礎から学ぶ決算書の見方 1 2 3 

 コンプライアンスの基本とリスクマネジメント 1 0 1 

 
ISO9001新任内部監査員養成 ２日間 1 1 2 

 
ISO14001新任内部監査員養成 ２日間 1 1 2 

 
ISO9001 内部監査レベルアップ 1 0 1 

 ISO14001 内部監査レベルアップ 1 0 1 

 プライバシーマーク新任内部監査員養成 ２日間 0 1 1 

   

（４）講師派遣 

企業・団体・銀行等のニーズに応じて、経済講演および社内研修の講師を積極的に派遣 

する。特に、研修講師派遣においては、定型メニューのみでなくニーズに合わせカスタマ

イズした内容での研修を提供していく。また、そのためのノウハウの蓄積およびスキル向

上に努める。 

 

５． 会員向け事業 

（１） 賛助会員向け 

ア． 機関誌「経済月報」など各種刊行物の提供による活動報告 

イ． 講演会・セミナー・研修教室等の実施 
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（２） マネジメント会員向け（上記に加えて） 

ア． マネジメントセミナーの実施 

イ． 研究所ホームページ上で「経済月報」過去３年度分および現年度分のバックナンバー全

ページを会員限定にて提供 

（３） 会員増強 

研究所機能を発揮して地域の活性化に寄与し、地域から頼られる存在となり、会員からの

相談に対するきめ細かい対応に心掛けることで、賛助会員の獲得と退会防止に努め、会員数、

なかでもマネジメント会員の増加を目指す。 

 

６． 自治体研修生の受入れ 

今年度は、県内自治体（長野県、長野市）から２名の研修生派遣を受入れ予定 

                                       

以上 

                                                                                                                                                              


